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平成 24年度宅建本試験 

 

【問 １】民法第 94 条第２項は、相手方と通じてした虚偽の意思表示の無効は「善意の第三者に対抗するこ

とができない。」と定めている。次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、同項の「第三者」に該当し

ないものはどれか。 

１ Ａが所有する甲土地につき、ＡとＢが通謀の上で売買契約を仮装し、ＡからＢに所有権移転登記がなされ

た場合に、Ｂ名義の甲土地を差し押さえたＢの債権者Ｃ 

２ Ａが所有する甲土地につき、ＡとＢの間には債権債務関係がないにもかかわらず、両者が通謀の上でＢの

ために抵当権を設定し、その旨の登記がなされた場合に、Ｂに対する貸付債権を担保するためにＢから転抵

当権の設定を受けた債権者Ｃ 

３ Ａが所有する甲土地につき、ＡとＢが通謀の上で売買契約を仮装し、ＡからＢに所有権移転登記がなされ

た場合に、Ｂが甲土地の所有権を有しているものと信じてＢに対して金銭を貸し付けたＣ 

４ ＡとＢが通謀の上で、Ａを貸主、Ｂを借主とする金銭消費貸借契約を仮装した場合に、当該仮装債権をＡ

から譲り受けたＣ 

 

 

 

【問 ２】代理に関する次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、誤っているものはどれか。 

１ 未成年者が代理人となって締結した契約の効果は、当該行為を行うにつき当該未成年者の法定代理人に

よる同意がなければ、有効に本人に帰属しない。 

２ 法人について即時取得の成否が問題となる場合、当該法人の代表機関が代理人によって取引を行ったの

であれば、即時取得の要件である善意・無過失の有無は、当該代理人を基準にして判断される。 

３ 不動産の売買契約に関して、同一人物が売主及び買主の双方の代理人となった場合であっても、売主及び

買主の双方があらかじめ承諾をしているときには、当該売買契約の効果は両当事者に有効に帰属する。 

４ 法定代理人は、やむを得ない事由がなくとも、復代理人を選任することができる。 

 

 

 

【問 ３】 次の記述のうち、民法の条文に規定されているものはどれか。 

１ 意思能力を欠く状態でなされた意思表示が無効である旨 

２ 契約締結に当たって当事者が基礎とした事情に変更が生じた場合に、当事者は契約の再交渉を求めるこ

とができる旨 

３ 保証契約は、書面でしなければその効力を生じない旨 

４ 物の瑕疵とは、目的物が備えるべき性質、品質を備えていないことである旨 

 

 

 

【問 ４】Ａ所有の甲土地につき、Ａから売却に関する代理権を与えられていないＢが、Ａの代理人として、

Ｃとの間で売買契約を締結した場合における次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、誤っているもの

はどれか。なお、表見代理は成立しないものとする。 

１ Ｂの無権代理行為をＡが追認した場合には、ＡＣ間の売買契約は有効となる。 

２ Ａの死亡により、ＢがＡの唯一の相続人として相続した場合、Ｂは、Ａの追認拒絶権を相続するので、自

らの無権代理行為の追認を拒絶することができる。 

３ Ｂの死亡により、Ａが唯一の相続人として相続した場合、ＡがＢの無権代理行為の追認を拒絶しても信義

則には反せず、ＡＣ間の売買契約が当然に有効になるわけではない。 

４ Ａの死亡により、ＢがＤとともにＡを相続した場合、ＤがＢの無権代理行為を追認しない限り、Ｂの相続

分に相当する部分においても、ＡＣ間の売買契約が当然に有効になるわけではない。 
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【問 ５】次の１から４までの記述のうち、民法の規定及び下記判決文によれば、明らかに誤っているものは

どれか。 

（判決文） 

 請負人が建築した建物に重大な瑕疵があって建て替えるほかはない場合に、当該建物を収去することは社

会経済的に大きな損失をもたらすものではなく、また、そのような建物を建て替えてこれに要する費用を請負

人に負担させることは、契約の履行責任に応じた損害賠償責任を負担させるものであって、請負人にとって過

酷であるともいえないのであるから、建て替えに要する費用相当額の損害賠償請求をすることが認められる。 

 

１ 請負の目的物である建物の瑕疵が重大でない場合であっても、その修補に過分の費用を要するときは、修

補が不能な場合として、注文者は瑕疵の修補を請求することができないこともある。 

２ 請負の目的物である建物に重大な瑕疵があるためにこれを建て替えざるを得ない場合であっても、請負

人に責めにすることができる事由がないときは、注文者は、請負人に対し、建物の建て替えに要する費用相

当額の損害賠償請求をすることはできない。 

３ 請負の目的物が建物であって、重大な瑕疵があることにより建て替えるほかはない場合で、建て替えに要

する費用相当額の損害賠償請求が認められる場合であっても、注文者は請負契約の解除をすることができ

る。 

４ 請負において契約内容に適合しないことによる損害賠償請求は、請負人が当該建物を引き渡した時から

１年を経過すればできなくなる。 

 

 

 

【問 ６】Ａ所有の甲土地についての所有権移転登記と権利の主張に関する次の記述のうち、民法の規定及び

判例によれば、正しいものはどれか。 

１ 甲土地につき、時効により所有権を取得したＢは、時効完成前にＡから甲土地を購入して所有権移転登記

を備えたＣに対して、時効による所有権の取得を主張することができない。 

２ 甲土地の賃借人であるＤが、甲土地上に登記ある建物を有する場合に、Ａから甲土地を購入したＥは、所

有権移転登記を備えていないときであっても、Ｄに対して、自らが賃貸人であることを主張することができ

る。 

３ Ａが甲土地をＦとＧに対して二重に譲渡してＦが所有権移転登記を備えた場合に、ＡＧ間の売買契約の

方がＡＦ間の売買契約よりも先になされたことをＧが立証できれば、Ｇは、登記がなくても、Ｆに対して自

らが所有者であることを主張することができる。 

４ Ａが甲土地をＨとＩとに対して二重に譲渡した場合において、Ｈが所有権移転登記を備えない間にＩが

甲土地を善意のＪに譲渡してＪが所有権移転登記を備えたときは、Ｉがいわゆる背信的悪意者であっても、

Ｈは、Ｊに対して自らが所有者であることを主張することができない。 

 

 

 

【問 ７】物上代位に関する次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、誤っているものはどれか。なお、

物上代位を行う担保権者は、物上代位の対象とする目的物について、その払渡し又は引渡しの前に差し押さえ

るものとする。 

１ Ａの抵当権設定登記があるＢ所有の建物の賃料債権について、Ｂの一般債権者が差押さえをした場合に

は、Ａが当該賃料債権に物上代位することができない。 

２ Ａの抵当権設定登記があるＢ所有の建物の賃料債権について、Ａが当該建物に抵当権を実行していても、

当該抵当権が消滅するまでは、Ａは当該賃料債権に物上代位することができる。 

３ Ａの抵当権設定登記があるＢ所有の建物が火災によって焼失してしまった場合、Ａは、当該建物に掛けら

れた火災保険契約に基づく損害保険請求権に物上代位することができる。 

４ Ａの抵当権設定登記があるＢ所有の建物について、ＣがＢと賃貸借契約を締結した上でＤに転貸してい

た場合、Ａは、ＣのＤに対する転賃貸料債権に当然に物上代位することはできない。 
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【問 ８】債務不履行に基づく損害賠償請求権に関する次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、誤っ

ているものはどれか。 

１ ＡがＢと契約を締結する前に、信義則上の説明義務に違反して契約締結の判断に重要な影響を与える情

報をＢに提供しなかった場合、Ｂが契約を締結したことにより被った損害につき、Ａは、不法行為による損

害賠償を負うことはあっても、債務不履行による損害賠償を負うことはない。 

２ ＡＢ間の利息付金銭消賃借契約において、利率に関する定めがない場合、借主Ｂが債務不履行に陥ったこ

とによりＡがＢに対して請求することができる遅延賠償金は、債務不履行の時の法定利率により算出する。 

３ ＡＢ間でＢ所有の甲不動産の売買契約を締結した後、Ｂが甲不動産をＣに二重譲渡してＣが登記を具備

した場合、ＡはＢに対して債務不履行に基づく損害賠償請求をすることができる。 

４ ＡＢ間の金銭消費賃借契約において、借主Ｂは当該契約に基づく金銭の返済をＣからＢに支払われる売

掛代金で予定していたが、その入金がなかった（Ｂの責めに帰すべき事由はない。）ため、返済期限が経過

してしまった場合、Ｂは、Ａに対して遅延損害金の支払義務を負わない。 

 

 

 

 

 

【問 ９】Ａに雇用されているＢが、勤務中にＡ所有の乗用車を運転し、営業活動のため得意先に向かってい

る途中で交通事故を起こし、歩いていたＣに危害を加えた場合における次の記述のうち、民法の規定及び判例

によれば、正しいものはどれか。 

１ ＢのＣに対する損害賠償義務が消滅時効にかかったとしても、ＡのＣに対する損害賠償義務が当然に消

滅するものではない。 

２ Ｃが即死であった場合には、Ｃには事故による精神的な損害が発生する余地がないので、ＡはＣの相続人

に対して慰謝料についての損害賠償責任を負わない。 

３ Ａの使用者責任が認められてＣに対して損害を賠償した場合には、ＡはＢに対して求償することができ

るので、Ｂに資力があれば、最終的にはＡはＣに対して賠償した損害額の全額を常にＢから回収することが

できる。 

４ Ｃが幼児である場合には、被害者側に過失があるときでも過失相殺が考慮されないので、ＡはＣに発生し

た損害の全額を賠償しなければならない。 

 

 

 

 

 

【問 10】Ａは未婚で子供がなく、父親Ｂが所有する甲建物にＢと同居している。Ａの母親Ｃは平成 23 年３

月末日に死亡している。ＡにはＢとＣの実子である兄Ｄがいて、ＤはＥと婚姻して実子Ｆがいたが、Ｄは平成

24 年３月末日に死亡している。この場合における次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、正しいも

のはどれか。 

１ Ｂが死亡した場合の法定続分は、Ａが２分の１、Ｅが４分の１、Ｆが４分の１である。 

２ Ｂが死亡した場合、甲建物につき法定相続分を有するＦは、甲建物を 1人で占有しているＡに対して、当

然に甲建物の明渡しを請求することができる。 

３ Ａが死亡した場合の法定相続分は、Ｂが４分の３、Ｆが４分の１である。 

４ Ｂが死亡した後、Ａがすべての財産を第三者Ｇに遺贈する旨の遺言を残して死亡した場合、ＦはＧに対し

て遺留分を主張することができない。 
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【問 11】賃貸借契約に関する次の記述のうち、民法及び借地借家法の規定並び判例によれば、誤っているも

のはどれか。 

１ 建物の所有を目的とする土地の賃貸借契約において、借地権の登記がなくても、その土地上の建物に借地

人が自己を所有者と記載した表示の登記をしていれば、借地権を第三者に対抗することができる。 

２ 建物の所有を目的とする土地の賃貸借契約において、建物が全焼した場合でも、借地権者は、その土地上

に滅失建物を特定するために必要な事項等を掲示すれば、借地権を第三者に対抗することができる場合があ

る。 

３ 建物の所有を目的とする土地の適法な転借人は、自ら対抗力を備えていなくても、賃借人が対抗力のある

建物を所有しているときは、転貸人たる賃借人の賃借権を援用して転借権を第三者に対抗することができ

る。 

４ 仮設建物を建築するために土地を一時使用として１年間賃借し、借地権の存続期間が満了した場合には、

借地権者は、借地権設定者に対し、建物を時価で買い取るように請求することができる。 

 

 

 

 

 

【問 12】Ａ所有の居住用建物「床面積 50㎡」につき、Ｂが賃料月額 10万円、期間を２年として、賃貸借契

約（借地借家法第 38条に規定する定期建物賃貸借、同法第 39条に規定する取壊し予定の建物の賃貸借及び同

法第 40 条に規定する一時使用目的の建物の賃貸借を除く。以下この問において「本件普通建物賃貸借契約と

いう。」を締結する場合と同法第 38 条の定期建物賃貸借契約（以下この問において「本件定期建物賃貸借契

約」という。）を締結する場合における次の記述のうち、民法及び借地借家法の規定によれば、誤っているも

のはどれか。 

１ 本件普通建物賃貸借契約でも、本件定期建物賃貸借契約でも、賃借人が造作買取請求権を行使できない旨

の特約は、有効である。 

２ 本件普通建物賃貸借契約でも、本件定期建物賃貸借契約でも、賃料の改訂についての特約が定められてい

ない場合であって経済事情の変動により賃料が不相当になったときには、当事者は将来に向かってが賃料の

増減を請求することができる。 

３ 本件普通建物賃貸借契約では、更新がない旨の特約を記載した書面を契約に先立って賃借人に交付して

も当該特約は無効であるのに対し、本件定期建物賃貸借契約では、更新がない旨の特約を記載した書面を契

約に先立って賃借人に交付さえしておけば当該特約は有効となる。 

４ 本件普通建物賃貸借契約では、中途解約できる旨の留保がなければ賃借人は２年間は当該建物を借りる

義務があるのに対し、本件定期建物賃貸借契約では、一定の要件を満たすのであれば、中途解約できる旨の

留保がなくても賃借人は期間の途中で解約を申し入れることができる。 

 

 

 

 

【問 13】建物の区分所有等に関する法律に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。 

１ 共有部分の保存行為は、規約の定めがない限り、集会の決議を経ずに各区分所有者が単独ですることがで

きる。 

２ 共有部分の変更（その形状又は効用の著しい変更を伴わないものを除く。）は、区分所有者及び議決権の

４分の３以上の多数による集会の決議で決するが、規約でこの区分所有者の定数及び議決権を各過半数まで

減ずることができる。 

３ 管理者は、その職務に関して区分所有者を代理するため、その行為の効果は、規約に別段の定めがない限

り、本人である各区分所有者に共有部分の持分の割合に応じて帰属する。 

４ 共有部分の管理に要した各区分所有者の費用の負担については、規約に別段の定めがない限り、共有部分

の持分に応じて決まる。 
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【問 14】不動産の登記に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。 

１ 登記の申請をする者の委任による代理人の権限は、本人の死亡によっては、消滅しない。 

２ 承役地についてする地役権の設定の登記は、要役地に所有権の登記がない場合においても、することがで

きる。 

３ 区分建物である建物を新築した場合において、その所有者について相続その他の一般承継があったとき

は、相続人その他の一般承継人も、被承継人を表題部所有者とする当該建物について表題登記を申請するこ

とができる。 

４ 不動産の収用による所有権の移転の登記は、起業者が単独で申請することができる。 


